
外為法上の投資審査におけるコア業種の追加について

 外為法は、取引自由の原則の下、国の安全等の観点から必要最小限の業種を指定し、外国投
資家による投資に対して、財務省及び事業所管省庁による事前審査を義務付けている。

 今般、経済安全保障推進法における、安定供給確保を目指す「特定重要物資」の追加指定等
を受け、サプライチェーンの保全、技術流出・軍事転用リスクへの対処等の観点からの外為法上の
検討を行った結果、下記の業種について、コア業種（注）への追加を予定。

（注）「コア業種」は、外国投資家（非居住者、外国会社等）による対内直接投資等に関し事前届出が必要となる業種（指定業種）のうち、国の安全を損なう等のお
それが大きいものとして株式取得等に関する事前届出免除を原則利用できない業種

＊ 以上の結果、経済安全保障推進法の「特定重要物資」は、すべて外為法上の対内直接投資等・特定取得のコア業種としてカバーされることになる。

【特定重要物資関連業種】

• 半導体製造関連機器の製造業（半導体製造のために専ら用いられる機械器具、部分品、物資及び素材等）

• 先端電子部品の製造業（積層セラミックコンデンサ等の電子部品類及びそれらの素材等）

• 工作機械部品の製造業（ボールねじ、リニアガイドやリニアスケール等の工作機械部品）

• 船舶用機関の製造業（4サイクルであり、かつ、連続最大出力735kw以上の民生船舶用のディーゼルエンジン）

【その他、国の安全等の観点から追加する業種】

• 光ファイバケーブルの製造業（石英系の光ファイバ・光ファイバ素線）

• 複合機の製造業（データの送受信機能を有するものであって、複写やスキャン等の複数の機能を有する機械器具）
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